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中国地方 ・ トランプ関税に対する企業の意識調査 
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中国地方の企業において、トランプ関税に対して短期的には企業の 42.3％が「マイナスの影響」

を見込んでいる。また、中長期的には「マイナスの影響」が 46.9％にのぼったほか、「分からな

い」が 35.8％となり、先行きの不透明感が強い状況もうかがえた。具体的な影響では、短期・中

長期ともに「原材料コストの上昇」が最も多かった。具体的な対策としては、「価格転嫁」「競争力

強化」「コスト削減」が上位を占めた。政府には、国内産業への過度な負担を回避するため、国内

企業への手厚い継続支援策が求められる。 

 

※帝国データバンクでは、「トランプ関税」に対する企業の意識調査を実施し、 

広島支店で中国地方に本社を置く企業の結果を集計・分析した。  

調査期間は 2025 年 6 月 17 日～6 月 30 日。 

調査対象は中国地方 2044 社で、有効回答企業数は 693 社（回答率 33.9％）。 

SUMMARY 

2025/07/23  

不透明感が強く、「分からない」も 35.8％ 

具体的な影響、「原材料コストの上昇」がトップ 

トランプ関税 

企業への中長期的な影響 

「マイナス」が 46.9％ 
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中国地方 ・ トランプ関税に対する企業の意識調査 

１. トランプ関税、中長期的にマイナスを見込む企業は 46.9％ 

中国地方の企業に対して、トランプ関税が自社の事業活動に与える短期的な影響（今後 1 年以内）に

ついて尋ねたところ、「マイナスの影響がある」と回答した企業は 693 社中 293 社で、構成比 42.3％

を占めた。一方で、「プラスの影響がある」と回答した企業はわずか 0.6％（4 社）にとどまった。なお、「影

響はない」は 32.9％（228 社）、「分からない」は 24.2％（168 社）だった。 

業種別（母数 10 社以上）でみると、「マイナスの影響がある」では、「製造」が構成比 48.9％（90 社）

で最も高く、「運輸・倉庫」が 48.4％（15 社）、「小売」が 45.1％（32 社）、「建設」が 43.3％（39 社）

で、いずれも 4 割を超えた。 

 

 さらに、中長期的な影響（今後 5 年程度）について尋ねたところ、「マイナスの影響がある」と回答した

企業は 693 社中 325 社で、構成比 46.9％にのぼり、短期的（42.3％）より 4.6 ポイント高かった。 

また、「分からない」が 35.8％（248 社）で短期的（24.2％）より 11.6 ポイント高く、現時点では判断

しづらい状況もうかがえた。一方で、「プラスの影響がある」はわずか 0.1％（1 社）にとどまった。なお、

「影響はない」は 17.2％（119 社）にとどまり、短期的（32.9％）より 15.7 ポイント低かった。 

先行きの不透明感が強い状況が続くなか、短期的よりも中長期的の方が「マイナスの影響がある」「分

からない」の割合は高かった。 

業種別（母数 10 社以上）でみると、「マイナスの影響がある」では、「農・林・水産」が構成比 60.0％

（6 社）で最も高く、「小売」が 50.7％（36 社）、「サービス」が 49.2％（58 社）、「卸売」が 46.6％（75

社）で続いた。 

 

中国地方   トランプ関税に対する影響  

 

■短期的な影響（今後1年以内）
（構成比％、カッコ内社数）

プラスの
影響がある

影響はない
マイナスの
影響がある

分からない

0.9 (91) 33.2 (3,469) 40.7 (4,252) 25.1 (2,623) 100.0 (10,435)

0.6 (4) 32.9 (228) 42.3 (293) 24.2 (168) 100.0 (693)

0.0 (0) 24.4 (20) 57.3 (47) 18.3 (15) 100.0 (82)

0.7 (4) 34.0 (208) 40.3 (246) 25.0 (153) 100.0 (611)

うち小規模 0.9 (2) 34.5 (77) 36.8 (82) 27.8 (62) 100.0 (223)

10.0 (1) 40.0 (4) 40.0 (4) 10.0 (1) 100.0 (10)

0.0 (0) 62.5 (5) 12.5 (1) 25.0 (2) 100.0 (8)

0.0 (0) 34.4 (31) 43.3 (39) 22.2 (20) 100.0 (90)

0.0 (0) 50.0 (9) 16.7 (3) 33.3 (6) 100.0 (18)

0.0 (0) 25.0 (46) 48.9 (90) 26.1 (48) 100.0 (184)

0.6 (1) 29.2 (47) 42.2 (68) 28.0 (45) 100.0 (161)

0.0 (0) 31.0 (22) 45.1 (32) 23.9 (17) 100.0 (71)

3.2 (1) 25.8 (8) 48.4 (15) 22.6 (7) 100.0 (31)

0.8 (1) 47.5 (56) 33.9 (40) 17.8 (21) 100.0 (118)

0.0 (0) 0.0 (0) 50.0 (1) 50.0 (1) 100.0 (2)

0.0 (0) 41.7 (25) 41.7 (25) 16.7 (10) 100.0 (60)

0.0 (0) 30.3 (30) 32.3 (32) 37.4 (37) 100.0 (99)

0.6 (1) 27.6 (45) 49.7 (81) 22.1 (36) 100.0 (163)

0.8 (2) 35.3 (85) 43.6 (105) 20.3 (49) 100.0 (241)

0.8 (1) 33.1 (43) 38.5 (50) 27.7 (36) 100.0 (130)

注1：網掛けは、中国地方の全体以上を表す
注2：母数は有効回答企業693社
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■中長期的な影響（今後5年程度）
（構成比％、カッコ内社数）

プラスの
影響がある

影響はない
マイナスの
影響がある

分からない

1.0 (104) 16.5 (1,723) 44.0 (4,589) 38.5 (4,019) 100.0 (10,435)

0.1 (1) 17.2 (119) 46.9 (325) 35.8 (248) 100.0 (693)

0.0 (0) 15.9 (13) 48.8 (40) 35.4 (29) 100.0 (82)

0.2 (1) 17.3 (106) 46.6 (285) 35.8 (219) 100.0 (611)

うち小規模 0.0 (0) 20.2 (45) 41.7 (93) 38.1 (85) 100.0 (223)

0.0 (0) 20.0 (2) 60.0 (6) 20.0 (2) 100.0 (10)

0.0 (0) 25.0 (2) 50.0 (4) 25.0 (2) 100.0 (8)

0.0 (0) 20.0 (18) 45.6 (41) 34.4 (31) 100.0 (90)

0.0 (0) 27.8 (5) 33.3 (6) 38.9 (7) 100.0 (18)

0.0 (0) 14.1 (26) 46.2 (85) 39.7 (73) 100.0 (184)

0.6 (1) 14.3 (23) 46.6 (75) 38.5 (62) 100.0 (161)

0.0 (0) 19.7 (14) 50.7 (36) 29.6 (21) 100.0 (71)

0.0 (0) 9.7 (3) 41.9 (13) 48.4 (15) 100.0 (31)

0.0 (0) 22.0 (26) 49.2 (58) 28.8 (34) 100.0 (118)

0.0 (0) 0.0 (0) 50.0 (1) 50.0 (1) 100.0 (2)

0.0 (0) 20.0 (12) 46.7 (28) 33.3 (20) 100.0 (60)

0.0 (0) 20.2 (20) 38.4 (38) 41.4 (41) 100.0 (99)

0.0 (0) 12.9 (21) 54.0 (88) 33.1 (54) 100.0 (163)

0.0 (0) 19.1 (46) 49.8 (120) 31.1 (75) 100.0 (241)

0.8 (1) 15.4 (20) 39.2 (51) 44.6 (58) 100.0 (130)

注1：網掛けは、中国地方の全体以上を表す
注2：母数は有効回答企業693社
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中国地方 ・ トランプ関税に対する企業の意識調査 

2. 具体的な影響、                             

短期・中長期ともに「原材料コストの上昇」がトップ 

トランプ関税に対する具体的な影響について尋ねたところ（複数回答、以下同）、短期的な影響では、「原

材料コストの上昇」が 67.3％（200社）で最も高かった。次いで、「売り上げの減少」が 51.9％（154社）、

「物流コストの上昇」が 43.1％（128 社）、「輸入品コストの上昇」が 32.7％（97 社）、「設備投資意欲の低

下」「為替変動」が各 25.9％（各 77 社）で続いた。 

多くの企業でコスト上昇の影響を危惧しており、複雑に絡み合うグローバルなサプライチェーンを通じて

調達する原材料や部品のコストが上昇する可能性に対し、強い危機意識が表れた。さらに、日本製品に関

税が課された場合、米国市場における販売価格は上昇し、価格競争力の低下から輸出量の減少や市場シェ

ア低下が予想され、売り上げ減少への危機感も高かった。 

中長期的な影響について尋ねたところ、「原材料コストの上昇」が 56.1％（183 社）で最も高かった。次

いで、「売り上げの減少」が 41.7％（136 社）、「物流コストの上昇」が 34.7％（113 社）、「輸入品コストの

上昇」が 27.6％（90 社）、「設備投資意欲の低下」が 23.3％（76 社）で続いた。 

トランプ関税に対する短期的・中長期的な影響について、ともに同様の傾向を示しており、企業は一時的

な影響ではなく、構造的、継続的な課題として認識していると言え、長期に影響が及ぶことを示唆している。  

 

中国地方   具体的な影響（上段：短期、下段：中長期）  

 

67.3%

51.9%

43.1%

32.7%

25.9%

25.9%

21.5%

12.5%

7.1%

5.7%

5.7%

4.0%

3.4%

1.7%

1.0%

0.7%

0.7%

0.3%

1.3%

56.1%

41.7%

34.7%

27.6%

23.3%

18.1%

15.6%

8.0%

5.2%

7.4%

4.3%

5.2%

3.7%

1.8%

0.6%

1.8%

2.5%

1.2%

0.9%

原材料コストの上昇

売り上げの減少

物流コストの上昇

輸入品コストの上昇

設備投資意欲の低下

為替変動

サプライチェーンの混乱

株価の低下

米国内での競争力の低下

雇用の減少

関税に係る事務手続きの増加

株価の上昇

新たな販路の拡大

売り上げの増加

米国内での競争力の向上

設備投資意欲の上昇

イノベーションの促進

新たな雇用機会の増加

その他

注1：「プラス影響がある」「マイナス影響がある」のいずれかを回答した企業を母数

注2：短期的な影響は297社、中長期的な影響は326社

下段 ：中長期的な影響

上段 ：短期的な影響
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中国地方 ・ トランプ関税に対する企業の意識調査 

3. トランプ関税への対策、                             

「価格転嫁」「競争力強化」「コスト削減」が上位に 

 トランプ関税に対する対策（今後の可能性も含む）の有無について尋ねたところ（複数回答、以下同）、「取

り組みあり」と回答した企業は 693 社中 282 社、構成比 40.7％を占めた。一方、「特に取り組んでいな

い」は 57.4％（398 社）で、6 割近くにのぼった。 

 規模別でみると、「取り組みあり」では、「大企業」が構成比 46.3％（38 社）で最も高く、「中小企業」が

39.9％（244 社）、「小規模企業」が 39.0％（87 社）で続き、規模が大きいほど割合が高くなった。 

 業種別（母数 10 社以上）でみると、「取り組みあり」では、「農・林・水産」が構成比 60.0％（6 社）で最も

高く、「製造」が 47.8％（88 社）、「卸売」が 41.6％（67 社）、「建設」が 41.1％（37 社）で続いた。 

 

 さらに、取り組みがあると回答した企業 282 社に対して、具体的な対策（今後の可能性も含む）について

尋ねたところ（複数回答、以下同）、「価格転嫁」が 44.7％（126 社）で最も高かった。次いで、「製品やサー

ビスの付加価値を高めることによる競争力の強化」が 23.0％（65 社）、「原材料コストの削減」が 21.6％

（61 社）、「新規市場の開拓」が 20.9％（59 社）、「原材料などの調達先の変更」が 17.0％（48 社）、「物

流コストの削減」が 12.1％（34 社）、「為替リスク管理の強化」が 11.0％（31 社）で続いた。 

 一方で、米国での事業に関する見直し、現地化の動きは現時点では少数にとどまり、慎重な姿勢が表れた。  

 

中国地方   具体的な対策（今後の可能性も含む）  

 

 

 

 

■具体的な対策の有無（今後の可能性も含む）
（構成比％、カッコ内社数）

取り組みあり
特に取り組んで

いない
不回答

38.9 (4,064) 58.8 (6,133) 2.3 (238) 100.0 (10,435)

40.7 (282) 57.4 (398) 1.9 (13) 100.0 (693)

46.3 (38) 53.7 (44) 0.0 (0) 100.0 (82)

39.9 (244) 57.9 (354) 2.1 (13) 100.0 (611)

うち小規模 39.0 (87) 59.2 (132) 1.8 (4) 100.0 (223)

60.0 (6) 40.0 (4) 0.0 (0) 100.0 (10)

12.5 (1) 87.5 (7) 0.0 (0) 100.0 (8)

41.1 (37) 56.7 (51) 2.2 (2) 100.0 (90)

22.2 (4) 77.8 (14) 0.0 (0) 100.0 (18)

47.8 (88) 51.6 (95) 0.5 (1) 100.0 (184)

41.6 (67) 55.3 (89) 3.1 (5) 100.0 (161)

33.8 (24) 64.8 (46) 1.4 (1) 100.0 (71)

35.5 (11) 64.5 (20) 0.0 (0) 100.0 (31)

37.3 (44) 59.3 (70) 3.4 (4) 100.0 (118)

0.0 (0) 100.0 (2) 0.0 (0) 100.0 (2)

41.7 (25) 55.0 (33) 3.3 (2) 100.0 (60)

37.4 (37) 60.6 (60) 2.0 (2) 100.0 (99)

43.6 (71) 55.2 (90) 1.2 (2) 100.0 (163)

40.2 (97) 58.9 (142) 0.8 (2) 100.0 (241)

40.0 (52) 56.2 (73) 3.8 (5) 100.0 (130)

注1：網掛けは、中国地方の全体以上を表す
注2：母数は有効回答企業693社
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■具体的な対策（今後の可能性も含む）

44.7%

23.0%

21.6%

20.9%

17.0%

12.1%

11.0%

9.9%

6.7%

6.4%

6.4%

1.4%

1.1%

1.1%

1.8%

価格転嫁

製品やサービスの付加価値を

高めることによる競争力の強化

原材料コストの削減

新規市場の開拓

原材料などの調達先の変更

物流コストの削減

為替リスク管理の強化

融資や助成金の活用

技術革新

サプライチェーンの再構築

輸入品コストの削減

米国での販売縮小・撤退

米国内での現地生産の増加

米国内での現地調達の増加

その他

注：母数は「取り組みあり」とする企業282社
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中国地方 ・ トランプ関税に対する企業の意識調査 

まとめ 

本調査の結果、中国地方の企業はトランプ関税に対して、短期的には、製造業、運輸・倉庫業、小売業、

建設業を中心に、42.3％の企業が「マイナスの影響がある」と見込んだ。 

また、中長期的には、農・林・水産業、小売業、サービス業、卸売業、製造業、建設業を中心に、46.9％の

企業が「マイナスの影響がある」と見込んだ。なお、「分からない」も 35.8％を占めており、先行きが見通し

づらいなか、現段階ではっきりとした影響を見極められない状況もうかがえた。 

具体的な影響については、原材料コストの上昇、売り上げの減少、物流コストの上昇、輸入品コストの上

昇を中心として、短期・中長期に関わらず同様の影響を見込んでおり、一過性の傾向ではなく、継続的な課

題とした戦略的対応が今後求められる。 

また、現時点で対策に取り組んでいる企業は約 4 割を占めたものの、特に取り組んでいない企業が 6 割

近くとなり、具体的な影響が見極められず対応に着手できない様子もあると考えられる。具体的な対策とし

ては、価格転嫁で対応しつつも、製品・サービスの競争力強化、調達・販売チャネルの多様化といった構造

的な改革も視野に入れていることがうかがえた。しかし、現段階で米国事業の抜本的な戦略転換を進めて

いる企業は少なく、様子見の姿勢がみられた。 

今回の調査時点である 6 月後半では、4 割強の企業が短期・中長期ともにトランプ関税に対してマイナス

の影響を見込んでいた。なお、7 月 23 日には自動車を含めた相互関税を 15％とすることで日米両国が合

意に至った。企業は単なる価格競争から脱却し、高付加価値製品へのシフトやデジタル技術の積極的な活

用などが不可欠となるだろう。また、日本政府は、国内産業への過度な負担を回避するために、企業からの

声に耳を傾け、具体的な影響評価に基づいた継続的な支援策の検討を進めていく必要がある。 

 

企業からの声 

・一企業では解決できない。設備投資に見合った売り上げが確保できない協力業者は倒産が増えると思う 

                                                   （自動車リース・広島） 

・直接的な影響はないが、原材料や景気動向などどのような影響が自社に出てくるのか想定ができない 

         （自動車整備・広島） 

・もう戻すことはできないので、国内産業の見直し、ビジネスモデルの構築が必要        （建設・広島） 

・日本はもう少し強い立場を表明すべきだ                           （機械器具卸・岡山） 

・トランプ政権の政策が右往左往している所もあるため、一年経過後を注視している   （化学品製造・岡山）  

・多くの企業がトランプ関税の影響が分かるまで様子見になっているようだ         （看板製造・岡山）  

・現時点では想像のレベルで実感はまだないが、影響があるのは確実だ              （建設・山口） 

・日本政府の方向が決まれば、企業側は現実的な対応を行うだけである          （鉄鋼製造・山口）  

・日本全体にとって、しばらく成長を阻害する要因になると思う              （繊維製品小売・島根） 

・原材料価格の上昇などで生活コストが上がっている                        （建材卸・鳥取） 


